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・次に掲げる居住用財産の譲渡・買換え等特例について、適用期限が2年延長されます。

1 ．特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例

改正内容 改正前 改正案

居住用財産の譲渡等の期限 平成27年12月31日 平成29年12月31日

2 ．居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等

改正内容 改正前 改正案

居住用財産の譲渡期限 平成27年12月31日 平成29年12月31日

3 ．特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等

改正内容 改正前 改正案

居住用財産の譲渡期限 平成27年12月31日 平成29年12月31日

所有期間10年超の居住用財産（旧自宅）で一定の要件に該当するものを譲渡して、譲渡年の前年から翌年までの3年間に代わりの居住用財産
（新自宅）を取得して一定の期間内に居住の用に供する場合には、譲渡価額が買換資産の取得価額を下回る場合は課税は行わず、譲渡価額が
買換資産の取得価額を上回る場合は、その上回る部分についてだけ譲渡があったものとして課税される（課税の繰り延べ）。交換のときも同様で
ある。

所有期間5年超の居住用財産（旧自宅）を譲渡し、新たに居住用財産（新自宅）を購入した場合に、旧自宅の譲渡損失が生じたときは、その年
の他の所得と損益通算してもなお相殺しきれない譲渡損失があるときは、一定の要件の下に、その譲渡損失の金額をその年の翌年以後3年間
繰り越すことができる。

所有期間5年超の居住用財産（旧自宅）を譲渡した場合に生じた譲渡損失のうち、ローン残高から譲渡対価を控除した金額を限度として、譲渡
年における他の所得と損益通算することができる。さらに損益通算してもなお控除しきれない損失は、譲渡年の翌年以後3年間繰り越すことがで
きる。


